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(57)【要約】
【課題】より簡易な構成で視聴者数をカウントし、該視
聴者数のカウント方法を利用した広告配信システム等を
提供する。
【解決手段】本発明における広告配信システムは、基地
局と電子看板装置及び当該電子看板装置の位置情報とを
予め対応付けて管理した管理手段と、携帯端末からの携
帯端末識別子を、基地局を中継して受信する受信手段と
、中継した基地局の位置情報に基づき、携帯端末の位置
する電子看板装置を特定し、当該電子看板装置に位置す
る携帯端末数を受信した携帯端末識別子の数に基づきカ
ウントするカウント手段と、カウントされた携帯端末数
を当該携帯端末の位置する電子看板装置と対応付けて記
録する記録手段と、記録された携帯端末数に基づき、対
応付けられた電子看板装置毎に位置する携帯端末数を集
計し、携帯端末数に応じて電子看板装置毎にレーティン
グを付与するレーティング手段とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　広告を含むコンテンツを表示する電子看板装置と、前記電子看板装置に対し前記コンテ
ンツを配信する広告配信装置と、前記広告配信装置に対しコンテンツ配信を制御する広告
配信管理装置と、ユーザの携帯端末と、前記携帯端末の基地局と、がネットワークを介し
接続された広告配信システムであって、
　前記広告配信管理装置は、
　前記基地局と、前記電子看板装置及び当該電子看板装置の位置情報とを予め対応付けて
管理した管理手段と、
　前記携帯端末からの携帯端末識別子を、前記基地局を中継して受信する受信手段と、
　前記管理手段を参照し中継した前記基地局の位置情報に基づき、前記携帯端末の位置す
る電子看板装置を特定し、当該電子看板装置に位置する携帯端末数を受信した携帯端末識
別子の数に基づきカウントするカウント手段と、
　前記カウント手段によりカウントされた携帯端末数を当該携帯端末の位置する電子看板
装置と対応付けて記録する記録手段と、
　前記記録手段により記録された携帯端末数に基づき、対応付けられた電子看板装置毎に
位置する携帯端末数を集計し、携帯端末数に応じて電子看板装置毎にレーティングを付与
するレーティング手段と、
　を備えることを特徴とする広告配信システム。
【請求項２】
　前記レーティング手段は、電子看板装置における前記コンテンツの再生開始時点の携帯
端末数と、再生開始時から所定時間経過後時点の携帯端末数との差分値に基づいて、電子
看板装置毎にレーティングを付与すること、
　を特徴とする請求項１記載の広告配信システム。
【請求項３】
　前記広告配信管理装置は、
　前記レーティング手段により電子看板装置毎に付与されたレーティングに応じて、電子
看板装置に配信するコンテンツの単価を変更すること、
　を特徴とする請求項１又は２記載の広告配信システム。
【請求項４】
　広告を含むコンテンツを表示する電子看板装置と、前記電子看板装置に対し前記コンテ
ンツを配信する広告配信装置と、ユーザの携帯端末と、前記携帯端末の基地局とがネット
ワークを介し接続され、前記広告配信装置に対しコンテンツ配信を制御する広告配信管理
装置であって、
　前記基地局と、前記電子看板装置及び当該電子看板装置の位置情報とを予め対応付けて
管理した管理手段と、
　前記携帯端末からの携帯端末識別子を、前記基地局を中継して受信する受信手段と、
　前記管理手段を参照し中継した前記基地局の位置情報に基づき、前記携帯端末の位置す
る電子看板装置を特定し、当該電子看板装置に位置する携帯端末数を受信した携帯端末識
別子の数に基づきカウントするカウント手段と、
　前記カウント手段によりカウントされた携帯端末数を当該携帯端末の位置する電子看板
装置と対応付けて記録する記録手段と、
　前記記録手段により記録された携帯端末数に基づき、対応付けられた電子看板装置毎に
位置する携帯端末数を集計し、携帯端末数に応じて電子看板装置毎にレーティングを付与
するレーティング手段と、
　を備えることを特徴とする広告配信管理装置。
【請求項５】
　広告を含むコンテンツを表示する電子看板装置と、前記電子看板装置に対し前記コンテ
ンツを配信する広告配信装置と、前記広告配信装置に対しコンテンツ配信を制御する広告
配信管理装置と、ユーザの携帯端末と、前記携帯端末の基地局と、がネットワークを介し
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接続された広告配信システムにおける広告配信管理方法であって、
　前記広告配信管理装置が、
　前記基地局と、前記電子看板装置及び当該電子看板装置の位置情報とを予め対応付けて
管理するステップと、
　前記携帯端末からの携帯端末識別子を、前記基地局を中継して受信するステップと、
　中継した前記基地局の位置情報に基づき、前記携帯端末の位置する電子看板装置を特定
し、当該電子看板装置に位置する携帯端末数を受信した携帯端末識別子の数に基づきカウ
ントするステップと、
　カウントされた携帯端末数を当該携帯端末の位置する電子看板装置と対応付けて記録す
るステップと、
　記録された携帯端末数に基づき、対応付けられた電子看板装置毎に位置する携帯端末数
を集計し、携帯端末数に応じて電子看板装置毎にレーティングを付与するステップと、
　を実行することを特徴とする広告配信管理方法。
【請求項６】
　請求項５記載の広告配信方法をコンピュータに実行させるための広告配信管理プログラ
ム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、デジタルサイネージの広告配信システム、広告配信管理装置、広告配信管理
方法、及び広告配信管理プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、デジタルサイネージ（Digital Signage）が広く普及している。デジタルサイネ
ージは、多数の人目に付く場所（街角、店舗、駅等）に設置したディスプレイに、タイム
リーに映像や各種情報を配信する電子看板システムであり、広告情報を配信することによ
って広告媒体としても活用されている。テレビコマーシャルのように不特定多数に広告を
流すのではなく、設置場所の地域性を考慮したターゲットの設定を行いそのターゲットに
焦点をあてた広告情報を発信できるため、その設置地域に即したリアルタイムなキャンペ
ーンなどの情報配信を行えることが特徴となっている。
【０００３】
　デジタルサイネージは、街角、店舗、駅等に設置されることから、そのユーザ（以下視
聴者という）としては、歩行者、来店客、通勤者などが想定される。しかし視聴者は設置
場所に対し流動的であるため、デジタルサイネージ運営者側にとってその視聴者数（以下
リーチ数という）を把握しにくい。また広告主にとってはデジタルサイネージに対し有料
で広告を配信しその広告効果を期待する以上、具体的にどの程度の視聴者がそのデジタル
サイネージ端末を視聴しているのかは重要な関心事である。またデジタルサイネージ運営
者側は、リーチ数を把握することにより、リーチ数に基づきリーチ数が多い時間帯や設置
場所等に応じて効果的な広告配信の制御を行うことも可能である。
【０００４】
　これに関する技術として、例えば特許文献１は、ウェブ広告が実際に視聴されているか
どうかを判別し、ウェブ広告が視聴されている場合にはその広告の実際の視聴時間を測定
する発明が記載されている。即ちカメラで撮像したユーザの顔画像に対する顔認識技術、
視線検出技術を利用して、街角のどの広告が見られているかを検出する発明が開示されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１０－０６１２１８号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献に記載される発明においては、不特定多数の視聴者の顔画
像が撮像されるためプライバシーの問題が存在する。またデジタルサイネージのシステム
においてカメラ等の設備が必要なため、その分の設置コストが必要である。
【０００７】
　本発明は上記のような問題に鑑み提案されたものであり、その目的とするところは、よ
り簡易な構成で視聴者数をカウントし、該視聴者数のカウント方法を利用した広告配信シ
ステム、広告配信管理装置、広告配信管理方法、及び広告配信管理プログラムを提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の目的を達成するために、本発明に係る広告配信システムは、広告を含むコンテン
ツを表示する電子看板装置と、前記電子看板装置に対し前記コンテンツを配信する広告配
信装置と、前記広告配信装置に対しコンテンツ配信を制御する広告配信管理装置と、ユー
ザの携帯端末と、前記携帯端末の基地局と、がネットワークを介し接続された広告配信シ
ステムであって、前記広告配信管理装置は、前記基地局と、前記電子看板装置及び当該電
子看板装置の位置情報とを予め対応付けて管理した管理手段と、前記携帯端末からの携帯
端末識別子を、前記基地局を中継して受信する受信手段と、前記管理手段を参照し中継し
た前記基地局の位置情報に基づき、前記携帯端末の位置する電子看板装置を特定し、当該
電子看板装置に位置する携帯端末数を受信した携帯端末識別子の数に基づきカウントする
カウント手段と、前記カウント手段によりカウントされた携帯端末数を当該携帯端末の位
置する電子看板装置と対応付けて記録する記録手段と、前記記録手段により記録された携
帯端末数に基づき、対応付けられた電子看板装置毎に位置する携帯端末数を集計し、携帯
端末数に応じて電子看板装置毎にレーティングを付与するレーティング手段とを備える。
【０００９】
　なお、本発明の構成要素、表現または構成要素の任意の組合せを、方法、装置、システ
ム、コンピュータプログラム、記録媒体、などに適用したものも本発明の態様として有効
である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、より簡易な構成で視聴者数をカウントし、該視聴者数のカウント方法
を利用した広告配信システム、広告配信管理装置、広告配信管理方法、及び広告配信管理
プログラムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施形態に係るネットワーク構成図である。
【図２】本実施形態に係るマネジメントサーバ１０のハードウェア構成例を示す図である
。
【図３】本実施形態１に係るマネジメントサーバ１０の一実施形態の主要機能を示す機能
ブロック図である。
【図４】基地局ＤＢ１０３ａのデータ構成例を示す。
【図５】サイネージ端末ＤＢ１０３ｂのデータ構成例を示す。
【図６】携帯端末管理ＤＢ１０３ｃのデータ構成例を示す。
【図７】本実施形態１に係るリーチ数の計測・カウントを説明するシーケンス図である。
【図８】リーチ数の統計データ例を示す。
【図９】リーチ数の統計データ例を示す。
【図１０】本実施形態２に係るマネジメントサーバ１０の一実施形態の主要機能を示す機
能ブロック図である。
【図１１】リーチ数の統計データ例を示す。
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【図１２】本実施形態２に係るリーチ数に基づく広告配信制御を説明するシーケンス図で
ある。
【図１３】本実施形態３に係る一時的なリーチ数に基づく広告配信制御を説明するシーケ
ンス図である。
【図１４】本実施形態４に係るマネジメントサーバ１０の一実施形態の主要機能を示す機
能ブロック図である。
【図１５】レーティングＤＢ１０３ｅのデータ構成例を示す。
【図１６】本実施形態４に係るレーティングに基づく広告配信制御を説明するシーケンス
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明を実施するための最良の形態について図面を参照して説明する。
【００１３】
　[システム構成]
　（ネットワーク構成）
　はじめに、本発明を実施するにあたってのネットワーク構成について説明する。図１は
、本実施形態に係るネットワーク構成図である。図に示されるように本実施形態に係るデ
ジタルサイネージシステム（広告配信システム）１００においては、マネジメントサーバ
（広告配信管理装置）１０、コンテンツ配信サーバ（広告配信装置）２０、サイネージ端
末（電子看板装置）３０、無線基地局４０、携帯端末５０が、有線及び無線を含むネット
ワーク１を介して接続されている。
【００１４】
　マネジメントサーバ１０は、サイネージ端末３０の周辺エリア内に位置する携帯端末５
０をサイネージ端末のリーチ数（視聴者数）としてカウントする。またカウントしたリー
チ数に基づきコンテンツ配信サーバ２０に対し広告配信の指示・制御を行う。
【００１５】
　コンテンツ配信サーバ２０は、サイネージ端末３０に対して配信する各種コンテンツ（
広告コンテンツ含む）を蓄積しており、マネジメントサーバ１０からの指示に従ってサイ
ネージ端末３０に対して各種コンテンツを配信する。
【００１６】
　サイネージ端末３０は、ディスプレイなどの電子表示装置である。サイネージ端末３０
は、街角、店舗、駅等の多数の人目に付く場所に設置され、コンテンツ配信サーバ２０か
ら配信された各種コンテンツを表示するデジタルサイネージ端末に相当するものである。
【００１７】
　無線基地局４０は、携帯端末５０の無線基地局であり、携帯端末５０との無線通信、及
び少なくともマネジメントサーバ１０との通信を実現する。この無線基地局４０は、携帯
電話会社や無線ネットワーク会社等により設置され、携帯端末５０のユーザが携帯端末５
０を使用して無線通信を行えるよう所定のエリア毎に設置されている。
【００１８】
　携帯端末５０は、ＰＤＡ（Personal Digital Assistants）、携帯電話（いわゆるスマ
ートフォンを含む）等の移動・携帯型情報処理端末であり、無線基地局４０を介し電話公
衆網、インターネット網等の外部ネットワークとの通信を行う。ネットワーク１は、有線
、無線を含むネットワークで、マネジメントサーバ１０と接続されるネットワークとして
は例えばインターネット網である。
【００１９】
　本実施形態においては、ユーザが所持する携帯端末５０がサイネージ端末３０の周辺エ
リア内に入ると、無線基地局４０を介して、例えば携帯端末５０が検出される。マネジメ
ントサーバ１０は、検出された携帯端末５０の数をカウントし、これをサイネージ端末３
０のリーチ数、即ちデジタルサイネージ端末のおおよその視聴者数として計測する。そし
てまた、マネジメントサーバ１０は計測したリーチ数に基づき、リーチ数が多い時間帯や
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設置場所等に応じて広告配信の制御を行う。この点詳細は後述する。
【００２０】
　なお、本構成はあくまで一実施形態であり、マネジメントサーバ１０やコンテンツ配信
サーバ２０は、物理的に１台に統合してもよく、ネットワーク１上相互に接続される限り
如何様に構成され配置されてもよい。またサイネージ端末３０や無線基地局４０は便宜上
１台ずつ図示しているものの、実際にはデジタルサイネージシステム上１００複数台存在
しうる。
【００２１】
　（ハードウェア）
　ここで本実施形態に係るマネジメントサーバ１０のハードウェア構成について簡単に説
明しておく。図２は、マネジメントサーバ１０のハードウェア構成例を示す図である。
【００２２】
　図２において、マネジメントサーバ１０は、システムバス１１に接続されたＣＰＵ１２
、ＲＯＭ１３、ＲＡＭ１４、ＮＶＲＡＭ（Non-Volatile Random Access Memory）１５、
Ｉ／Ｆ（Interface）１６と、Ｉ／Ｆ１６に接続された、キーボード、マウス、モニタ、
ＣＤ／ＤＶＤ（Compact Disk/Digital Versatile Disk）ドライブ等のＩ／Ｏ（Input/Out
put Device）１７、ＨＤＤ１８、ＮＩＣ（Network Interface Card）１９を備えている。
Ｍはプログラムもしくはデータが格納されたＣＤ／ＤＶＤ等のメディア（記録媒体）であ
る。
【００２３】
　なお、各装置は単体のコンピュータ装置で構成される必要はなく、複数のコンピュータ
装置による複合装置であってもよい。またコンテンツ配信サーバ２０についても同様のハ
ードウェア構成で実現可能であるためこれ以上の説明は省略する。
【００２４】
　[実施形態１]
　（機能構成）
　次に、本実施形態に係るマネジメントサーバ１０の主要機能構成についてそれぞれ説明
する。図３は、本実施形態１に係るマネジメントサーバ１０の一実施形態の主要機能を示
す機能ブロック図である。図に示すようにマネジメントサーバ１０は、主要な機能として
、制御部１０１、ネットワークインターフェース部１０２、記憶部１０３を有している。
【００２５】
　制御部１０１は、マネジメントサーバ全体を制御する機能を有するが、ネットワークイ
ンターフェース部１０２を介して受信した情報を記憶部１０３のＤＢへ格納する制御を行
ったり、ＤＢ（Data Base）の情報に基づきリーチ数の計測・カウントなども行う。そし
てまたコンテンツ配信サーバ２０に対しコンテンツの配信制御の指示を行う。具体的に例
えば、ネットワークインターフェース部１０２を介して受信した無線基地局４０からの携
帯端末の識別子情報、経由した基地局の「基地局ＩＤ」、位置情報を携帯端末管理ＤＢ１
０３ｃに格納する。また例えば携帯端末管理ＤＢ１０３ｃの情報に基づきリーチ数の計測
・カウントを行い、計測・カウント結果をサイネージ端末ＤＢ１０３ｂに格納する。
【００２６】
　ネットワークインターフェース部１０２は、ネットワーク１と接続され、無線基地局４
０やコンテンツ配信サーバ２０との通信を行う通信部である。例えば無線基地局４０から
の携帯端末の識別子情報や位置情報を受信する。またコンテンツ配信サーバ２０に対し制
御部１０１からのコンテンツの配信制御の指示を送信する。
【００２７】
　記憶部１０３は、基地局ＤＢ１０３ａ、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂ、携帯端末管理Ｄ
Ｂ１０３ｃを記憶した記憶部である。次にそれぞれのＤＢの構成例を示す。
【００２８】
　図４は、基地局ＤＢ１０３ａのデータ構成例を示す。基地局ＤＢ１０３ａは、無線基地
局を固有に特定するための基地局の「基地局ＩＤ」と、その「基地局名」と、その無線基
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地局の「位置情報（緯度、経度による座標情報）」が対応付けて予め登録されたＤＢであ
る。
【００２９】
　図５は、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂのデータ構成例を示す。サイネージ端末ＤＢ１０
３ｂは、無線基地局を固有に特定するためのサイネージ端末の「サイネージ端末ＩＤ」と
、そのサイネージ端末が所属する無線基地局の「基地局ＩＤ」と、そのサイネージ端末の
「位置情報」とが対応付けて予め登録されたＤＢである。またサイネージ端末（サイネー
ジ端末ＩＤ）毎に、「携帯端末数」が格納されている。携帯端末数は、いわゆるリーチ数
に相当し、後述の携帯端末管理ＤＢ１０３ｃの情報に基づき、サイネージ端末３０の周辺
エリア内に位置する携帯端末５０をリーチ数としてカウントしたものである。「携帯端末
数」は、そのときの周辺エリア内に位置する携帯端末５０の数に応じて変動するため、リ
アルタイムに更新される。
【００３０】
　図６は、携帯端末管理ＤＢ１０３ｃのデータ構成例を示す。携帯端末管理ＤＢ１０３ｃ
は、無線基地局４０から携帯端末５０の固有の識別子情報や位置情報を受信することによ
り、サイネージ端末ＩＤ毎に「携帯端末固有識別子」、経由した基地局の「基地局ＩＤ」
、携帯端末の「位置情報」、及びその受信時間である「時間」が紐付けられて更新される
ＤＢである。これは即ち、あるサイネージ端末３０の周辺エリア内に位置する携帯端末５
０の識別子情報や位置情報が格納されたＤＢとなるため、携帯端末５０の周辺エリア内外
への移動に伴い概ねリアルタイムに更新される。ここで携帯端末５０の固有の識別子情報
は、携帯端末５０を固有に識別可能な識別子を示し、例えば携帯端末５０の無線ＬＡＮカ
ードに基づくＭＡＣアドレス（図６の例）や、携帯端末５０の製品番号、電話番号等が適
用可能である。
【００３１】
　そして上述したように制御部１０１は、携帯端末管理ＤＢ１０３ｃの情報に基づき、サ
イネージ端末（サイネージ端末ＩＤ）毎に、そのサイネージ端末周辺に位置する携帯端末
数（リーチ数）をカウントし、これをサイネージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」に格
納し、ＤＢを更新することになる。
【００３２】
　以上これらの機能は、実際には装置のＣＰＵ１２が実行するプログラムによりコンピュ
ータに実現させるものである。
【００３３】
　（情報処理）
　図７は、本実施形態１に係るリーチ数の計測・カウントを説明するシーケンス図である
。以下図を参照しながら説明する。
【００３４】
　Ｓ７０１：携帯端末５０は、携帯端末５０の固有の識別子及び位置情報を無線基地局４
０に送信する。携帯端末５０は通信装置としての機能を利用可能とするため、定期的に識
別子及び位置情報を無線基地局４０に送信し、自身の存在を通知している。
【００３５】
　Ｓ７０２：無線基地局４０はマネジメントサーバ１０に対し、自身の基地局ＩＤと、携
帯端末５０からの識別子及び位置情報とを転送する。なおここはマネジメントサーバ１０
が無線基地局４０から、携帯端末５０からの識別子及び位置情報を取得するようにしても
よい。
【００３６】
　Ｓ７０３：マネジメントサーバ１０は、無線基地局４０からその基地局の基地局ＩＤと
、携帯端末５０の識別子及び位置情報とを受信すると、基地局ＤＢ１０３ａと、サイネー
ジ端末ＤＢ１０３ｂとを参照し、その携帯端末５０の周辺エリア近傍のサイネージ端末（
サイネージ端末ＩＤ）を特定し、携帯端末管理ＤＢ１０３ｃにおいて、サイネージ端末Ｉ
Ｄと、受信（取得）した携帯端末５０からの識別子、位置情報、及びその受信時間である
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「時間」を付して格納する。なお既に同識別子のエントリーが格納されている場合には、
受信時間である「時間」を最新の受信時間に更新する。
【００３７】
　Ｓ７０４：マネジメントサーバ１０は、携帯端末管理ＤＢ１０３ｃを集計し、サイネー
ジ端末（サイネージ端末ＩＤ）毎に、サイネージ端末周辺エリア近傍に位置する携帯端末
５０をカウントする。カウント結果は、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」を
サイネージ端末ＩＤ毎に更新して反映する。より具体的に、携帯端末管理ＤＢ１０３ｃと
、基地局ＤＢ１０３ａと、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂとを参照し、携帯端末管理ＤＢ１
０３ｃのエントリー毎にその携帯端末５０の周辺エリア近傍のサイネージ端末（サイネー
ジ端末ＩＤ）を特定し、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂにおいて、そのサイネージ端末（サ
イネージ端末ＩＤ）の「携帯端末数」をインクリメントする。なお同一無線基地局４０内
に複数のサイネージ端末が存在する場合には、携帯端末５０の位置情報とサイネージ端末
の位置情報とに基づき、近傍のサイネージ端末を特定できる。
【００３８】
　Ｓ７０５：マネジメントサーバ１０は、携帯端末管理ＤＢ１０３ｃを参照し、所定時間
（例えば３０秒等）、更新のないエントリーの有無を確認する。所定時間、同じ携帯端末
５０から識別子及び位置情報を受信しないということは、該当のサイネージ端末の周辺エ
リア外に移動したことを意味し、これを「携帯端末数」のカウント数から除外するように
するためである。また、マネジメントサーバ１０は、携帯端末管理ＤＢ１０３ｃを参照し
、所定時間以上（例えば２４時間以上等）、更新しているエントリーの有無を確認する。
所定時間以上に渡って同じ携帯端末５０から識別子及び位置情報を受信するということは
、ユーザが持ち歩いていない無人の携帯端末を意味し、これを「視聴者数」のカウント数
から除外するようにするためである。なおここでいう所定時間は、携帯端末５０が識別子
及び位置情報を無線基地局４０に送信する定期時間に合わせて設定するとよい（Ｓ７０１
）。
【００３９】
　Ｓ７０６：そしてマネジメントサーバ１０は、所定時間更新のないエントリーがある場
合には、携帯端末管理ＤＢ１０３ｃから所定時間更新のないエントリーを削除する。また
削除に伴い、携帯端末管理ＤＢ１０３ｃを再集計し、サイネージ端末（サイネージ端末Ｉ
Ｄ）毎に、サイネージ端末周辺エリア近傍に位置する携帯端末５０をカウントする。カウ
ント結果は、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」をサイネージ端末ＩＤ毎に更
新して反映する。
【００４０】
　デジタルサイネージ運営者及び広告主にとってどの程度の視聴者がそのデジタルサイネ
ージ端末を視聴しているのかは重要な関心事であるところ、上述の如く、本実施形態に係
るマネジメントサーバ１０は、サイネージ端末周辺エリア近傍に位置する携帯端末数をも
ってリーチ数（視聴者数）を見なすため、簡易な構成で視聴者数をカウントすることが可
能となる。少なくとも、マネジメントサーバ１０によれば、少なくともサイネージ端末周
辺エリア近傍に位置する携帯端末数を把握できるため、どのぐらいの視聴者の目にデジタ
ルサイネージ端末が触れる可能性があったかをカウントすることができる。
【００４１】
　なおＳ７０１にて、携帯端末５０は、携帯端末５０の固有の識別子及び位置情報を無線
基地局４０に送信するものとした。そしてこの位置情報は近傍のサイネージ端末を特定す
るために用いられる。しかし、この位置情報を含む構成は無線基地局４０が管轄するエリ
アが携帯電話用の無線基地局のようにある程度広いことを想定したものである。つまり、
無線基地局４０が例えばＷｉ－Ｆｉ等の無線ＬＡＮ基地局であり、管轄するエリアがサイ
ネージ端末周辺のみを管轄といったごく狭い範囲に限られ、また同一無線基地局４０内に
単一のサイネージ端末のみが存在する場合、携帯端末５０の存在する無線基地局エリアが
特定できれば、位置情報を用いずとも携帯端末５０近傍のサイネージ端末を特定できる。
【００４２】
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　具体的にこの場合、携帯端末５０は、携帯端末５０の固有の識別子のみを無線基地局４
０に送信し（Ｓ７０１）、無線基地局４０はマネジメントサーバ１０に対し、自身の基地
局ＩＤと、携帯端末５０からの識別子とを転送し（Ｓ７０２）、マネジメントサーバ１０
は、無線基地局４０からその基地局の基地局ＩＤと、携帯端末５０の識別子とを受信する
と、基地局ＤＢ１０３ａと、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂとを参照し、その基地局から位
置情報を用いずとも、携帯端末５０の周辺エリア近傍のサイネージ端末（サイネージ端末
ＩＤ）を特定することが可能である。
【００４３】
　[実施形態２]
　次に実施形態２について説明する。本実施形態において、マネジメントサーバ１０（制
御部１０１）は、上述の実施形態１で得られたサイネージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末
数」（リーチ数）を記録し続け、リーチ数の統計データを作成する。図８に示されるよう
に、例えばあるサイネージ端末について１週間の曜日毎の時間別（１時間毎）に、そのサ
イネージ端末の周辺エリアに位置する「携帯端末数」、即ちリーチ数を集計する。そして
例えば４週間分のリーチ数を蓄積できたならば、平均値をもってあるサイネージ端末につ
いての曜日毎の時間別（１時間毎）のリーチ数の統計データを得ることができる。
【００４４】
　さらに本実施形態では、図９に示されるように６時間毎の時間帯別にリーチ数を集計し
、そのリーチ数に応じて、サイネージ端末毎の時間帯別リーチ数のランク付けを行う。例
えば、サイネージ端末（ＩＤ＝00xx1）に対しては、６～１２時は「Ｌ（Low）」、１２～
１８時は「Ｍ（Middle）」、１８～２４時は「Ｈ（High）」、２４～６時は、「Ｍ」いっ
たようにランク付けを行う。
【００４５】
　マネジメントサーバ１０の制御部１０１は、上述したようにコンテンツ配信サーバ２０
に対しコンテンツの配信制御の指示を行うことができるため、リーチ数の統計データに基
づき、視聴者がそのサイネージ端末周辺に多くいる時間帯（リーチ数が多い時間帯）には
、多くの種類の広告を集中して配信するよう指示・制御を行う。つまりサイネージ端末に
流れる映像や情報は、広告以外にもその他多様な情報（例えばニュース）が流されるが、
リーチ数が多い時間帯には、広告以外の情報の枠を抑え、広告の割合を増加させる。なお
、集中投下型を目的とする広告に対しては所定の広告について、配信量を増やし多くのリ
ーチ数を獲得することもができる。このようにすると、広告主としては特にリーチ数が多
い時間帯に広告が流れるようになるため、より高い広告効果を期待できる。またデジタル
サイネージ運営者側にとっては、リーチ数が多い時間帯を広告料の高い広告枠として販売
することが可能である。
【００４６】
　（機能構成）
　次に、本実施形態に係るマネジメントサーバ１０の主要機能構成について簡単に説明す
る。図１０は、本実施形態２に係るマネジメントサーバ１０の一実施形態の主要機能を示
す機能ブロック図である。図３と比べ、記憶部１０３において統計データＤＢ１０３ｄが
追加されている。
【００４７】
　統計データＤＢ１０３ｄは、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」、即ちリー
チ数が記録され格納されている。そしてまた、サイネージ端末毎の曜日毎の時間別（１時
間毎）にそのサイネージ端末の周辺エリアに位置するリーチ数（図８）や、６時間毎の時
間帯別にリーチ数及び時間帯別リーチ数のランク付け（図９）を集計したものも格納され
る。さらに図１１に示されるように、これら集計をまとめて、サイネージ端末ＩＤ毎に時
間帯別リーチ数のランク付けを対応付けたものも格納される。このランク付けの情報は、
マネジメントサーバ１０がコンテンツ配信サーバ２０に対しコンテンツの配信制御の指示
を行う際に参照されることになる。
【００４８】
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　（情報処理）
　図１２は、本実施形態２に係るリーチ数に基づく広告配信制御を説明するシーケンス図
である。以下図を参照しながら説明する。
【００４９】
　Ｓ１２０１：マネジメントサーバ１０は、統計データＤＢ１０３ｄを参照し、サイネー
ジ端末ＩＤ毎に時間帯別リーチ数のランク付けの情報を取得する（図１１）。
【００５０】
　Ｓ１２０２：マネジメントサーバ１０は、コンテンツ配信サーバ２０に対し、取得した
情報に従ってサイネージ端末ＩＤ毎にそれぞれの時間帯毎の広告配信量の指示を行う。例
えば、時間帯Ａ：６～１２時では、リーチ数のランク付けは「Ｌ」であるため視聴者は少
なく広告効果はそれ程望めないものとして広告配信停止を指示する（広告配信停止までは
いかなくとも配信量を減少してもよい）。時間帯Ｂ：１２～１８時では、リーチ数のラン
ク付けは「Ｍ」であるため視聴者は想定通り見込めるものとして、規定の広告配信量×１
．０（所定基準値）での広告配信を指示する。時間帯Ｃ：１８～２４時では、リーチ数の
ランク付けは「Ｈ」であるため視聴者は想定以上見込めるものとして、規定の広告配信量
×２．０での広告配信を指示する。
【００５１】
　Ｓ１２０３：コンテンツ配信サーバ２０は、マネジメントサーバ１０からの指示に従っ
て、サイネージ端末３０への広告配信を行う。
【００５２】
　本例においては、サイネージ端末３０（ＩＤ＝00xx1）は「六本木」に設置されている
ことから、比較的日中に比べ夜間の時間帯のリーチ数が多いとする統計データが計測され
ている。そこでマネジメントサーバ１０は、統計データに基づくリーチ数のランク付けに
従って、「六本木」に設置されているサイネージ端末３０（ＩＤ＝00xx1）については、
夜間に規定の広告配信量×２．０での広告配信を行うようコンテンツ配信サーバ２０に対
し指示するため、サイネージ端末３０（ＩＤ＝00xx1）はより多くの視聴者に対し広告を
表示できるため広告効果の向上が期待できる。
【００５３】
　[実施形態３]
　次に実施形態３について説明する。上述の実施形態２では、マネジメントサーバ１０は
、コンテンツ配信サーバ２０に対し、リーチ数の統計データに基づき、視聴者がそのサイ
ネージ端末周辺に多くいる時間帯（リーチ数が多い時間帯）には、多くの広告を集中して
配信するよう指示・制御を行うようにした。これによれば、リーチ数の統計データに基づ
き時間帯毎の広告配信量が制御されるため、サイネージ端末の設置場所の地理的特性を汲
んでの広告配信制御を行うことが可能である。しかしながら、統計データからはリーチ数
増減の予測が困難な場合がある。例えばあるとき偶然一時的にリーチ数が増加した場合や
、イベント等の開催によりある日のある時間にリーチ数が急増する場合である。
【００５４】
　そこで本実施形態３においては、マネジメントサーバ１０は、リアルタイムにサイネー
ジ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」、即ちリーチ数を参照するようにし、突発的なリー
チ数増減を検知する。そしてあるとき一時的にリーチ数が増加した場合には、マネジメン
トサーバ１０は、コンテンツ配信サーバ２０に対し、多くの広告を集中して配信するよう
指示・制御を行うようにするものである。
【００５５】
　（情報処理）
　図１３は、本実施形態３に係る一時的なリーチ数に基づく広告配信制御を説明するシー
ケンス図である。以下図を参照しながら説明する。
【００５６】
　Ｓ１３０１、Ｓ１３０２：マネジメントサーバ１０は、定期的（例えば１分毎）にサイ
ネージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」を参照し、所定の規定値以上の携帯端末数（リ
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ーチ数）の有無を確認する。規定値として、そのサイネージ端末のその時間（帯）におけ
る標準的な携帯端末数（リーチ数）＋α（誤差やバッファ分）を決めておき、その規定値
（閾値）を越えた携帯端末数（リーチ数）が確認された場合、一時的にそのサイネージ端
末の視聴者が増加したものとして判断する。また逆に下限規定値として、そのサイネージ
端末のその時間（帯）における最低限の携帯端末数（リーチ数）＋αを決めておき、その
下限規定値を下回った携帯端末数（リーチ数）が確認された場合、一時的にそのサイネー
ジ端末の視聴者が減少増加したものとして判断する。
【００５７】
　Ｓ１３０３：マネジメントサーバ１０は、規定値以上（又は下限規定値以下）の携帯端
末数（リーチ数）が確認された場合、コンテンツ配信サーバ２０に対し一時的な広告配信
量の増減の指示を行う。例えば、時間帯Ｂ：１２～１８時では、リーチ数のランク付けは
「Ｍ」であったところ、Ｍ相当の携帯端末数（リーチ数）＋αが規定値として予め規定さ
れているものとする。そしてその規定値を越えた携帯端末数（リーチ数）が確認された場
合、マネジメントサーバ１０は、一時的にそのサイネージ端末の視聴者が増加したものと
して判断し、コンテンツ配信サーバ２０に対し一時的な広告配信量として、広告配信量×
２．０で広告を配信するよう指示を行う。
【００５８】
　Ｓ１３０４：コンテンツ配信サーバ２０は、マネジメントサーバ１０からの指示に従っ
て、サイネージ端末３０への広告配信を一時的に増加させる。
【００５９】
　このように本実施形態においては、マネジメントサーバ１０は、リアルタイムにサイネ
ージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」、即ちリーチ数を参照するようにし、突発的なリ
ーチ数増減を検知する。そしてあるとき一時的にリーチ数が増加した場合には、マネジメ
ントサーバ１０は、コンテンツ配信サーバ２０に対し、多くの広告を集中して配信するよ
う指示・制御を行うので、統計データでは想定が困難なケースにおいてもサイネージ端末
３０はより多くの視聴者に対し広告を表示できるため広告効果の向上が期待できる。
【００６０】
　なお、マネジメントサーバ１０からコンテンツ配信サーバ２０への広告増減の指示は一
時的な広告配信量の増減に対応するものであるため、所定時間が経過後は、コンテンツ配
信サーバ２０は同指示を解除する。つまり通常のスケジュールに沿った広告量で配信する
。またもしくはマネジメントサーバ１０は、リアルタイムに携帯端末数（リーチ数）を確
認しているため、再び携帯端末数（リーチ数）が規定値の範囲内に戻った際に、コンテン
ツ配信サーバ２０に対し同指示の解除を指示してもよい。
【００６１】
　[実施形態４]
　次に実施形態４について説明する。さて、あるサイネージ端末において広告の映像が再
生されたとする。このとき再生開始時のリーチ数と、再生開始から所定時間経過後（例え
ば２０秒等）のリーチ数とを比較しその正の差分値（「再生開始時のリーチ数」－「再生
開始から所定時間経過後のリーチ数」）が大きい場合、そのサイネージ端末は、視聴者を
増やすことができたことを意味することから視聴者の集客力が強く、広告媒体としての価
値が高いということができる。
【００６２】
　即ちデジタルサイネージ運営者の運営する複数のサイネージ端末において、サイネージ
端末毎に上述の差分値に基づきレーティング（数値やランク、リーチ数の加重平均等）を
付与しておくと、マネジメントサーバ１０は、管轄する複数のサイネージ端末において、
高いレーティングが付与されているサイネージ端末に対し優先的に広告を配信することに
より広告効果の向上が期待できる。より具体的には、高いレーティングが付与されている
サイネージ端末に対し、広告配信量を増加させたり、一方低いレーティングが付与されて
いるサイネージ端末に対し、広告配信量を減少させたりすることができる。
【００６３】
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　また、マネジメントサーバ１０は、管轄する複数のサイネージ端末において、レーティ
ングに基づいて、広告の単価の値付けを変更させることにより、サイネージ端末毎に広告
単価を割り当てる事ができる。より具体的には、高いレーティングが付与されているサイ
ネージ端末に対し、広告の単価を上げたり、一方低いレーティングが付与されているサイ
ネージ端末に対し、広告の単価を下げることで、広告単価に対応した効果を広告主に対し
て提供できる。
【００６４】
　（機能構成）
　次に、本実施形態に係るマネジメントサーバ１０の主要機能構成について簡単に説明す
る。図１４は、本実施形態４に係るマネジメントサーバ１０の一実施形態の主要機能を示
す機能ブロック図である。図３と比べ、記憶部１０３においてレーティングＤＢ１０３ｅ
が追加されている。
【００６５】
　あるサイネージ端末において広告の映像が再生されたとする。マネジメントサーバ１０
は、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」に基づき、再生開始時点の携帯端末数
（リーチ数）と、再生開始から所定時間経過後時点の携帯端末数（リーチ数）とを取得し
、その差分値を算出する。そして予め定められたルールに基づき、そのサイネージ端末に
対しレーティングを付与（決定）する。レーティング値の付与方法は様々あり得るが、こ
の差分値が大きいほど高いレーティング値を付与し、この差分値が小さいほど低いレーテ
ィング値を付与すればよい。またレーティング値としては、数値として付与できるし、例
えばＡ、Ｂ、Ｃなどのようにランクによって付与することができる。この結果、マネジメ
ントサーバ１０は、レーティングＤＢ１０３ｅにサイネージ端末毎にレーティング値を紐
付けて格納する。
【００６６】
　図１５は、レーティングＤＢ１０３ｅのデータ構成例を示す。図に示されるように、サ
イネージ端末毎にレーティング値が付されて格納されている。なお、レーティング値付与
の信頼性を向上させるため、マネジメントサーバ１０は、レーティング計測期間の間、差
分値のサンプルを多く収集し続け、平均等を考慮して最終的にサイネージ端末毎に対しレ
ーティング値を付与するとよい。
【００６７】
　（情報処理）
　図１６は、本実施形態４に係るレーティングに基づく広告配信制御を説明するシーケン
ス図である。以下図を参照しながら説明する。
【００６８】
　Ｓ１６０１：マネジメントサーバ１０は、レーティングＤＢ１０３ｅを参照し、サイネ
ージ端末ＩＤ毎にレーティング値の情報を取得する（図１５）。
【００６９】
　Ｓ１６０２：マネジメントサーバ１０は、コンテンツ配信サーバ２０に対し、取得した
レーティング値に従ってサイネージ端末ＩＤ毎にそれぞれの広告配信量の指示を行う。例
えば、サイネージ端末ＩＤ＝００ｘｘ１のサイネージ端末に対しては、レーティング値は
「５（Ａ）」であるため、基準（標準）となるレーティング値３（Ｂ）と比べ、視聴者の
集客力が強く広告媒体としての価値が高いものとして、スケジュールされた広告配信量に
対し広告配信量増加を指示する。或いは、マネジメントサーバ１０は、サイネージ端末Ｉ
Ｄ＝００ｘｘ１のサイネージ端末に対して、視聴者の集客力が強く広告媒体としての価値
が高いものとして、広告販売システムに対し高いレート（広告販売単価）を提示する。
【００７０】
　また例えば、サイネージ端末ＩＤ＝００ｘｘ２のサイネージ端末に対しては、レーティ
ング値は「２（Ｃ）」であるため、基準（標準）となるレーティング値３（Ｂ）と比べ、
視聴者の集客力がやや弱く広告媒体としての価値がやや低いものとして、スケジュールさ
れた広告配信量に対し広告配信量減少を指示する。或いは、マネジメントサーバ１０は、
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サイネージ端末ＩＤ＝００ｘｘ２のサイネージ端末に対して、視聴者の集客力がやや弱く
広告媒体としての価値がやや低いものとして、広告販売システムに対し低いレート（広告
販売単価）を提示する。
【００７１】
　Ｓ１６０３：コンテンツ配信サーバ２０は、マネジメントサーバ１０からの指示に従っ
て、サイネージ端末３０への広告配信を行う。具体的には、サイネージ端末ＩＤ＝００ｘ
ｘ１のサイネージ端末に対しては広告配信量増加を指示する。サイネージ端末ＩＤ＝００
ｘｘ２のサイネージ端末に対しては広告配信量減少を指示する。
【００７２】
　サイネージ端末はその設置地域や設置場所によって広告媒体としての価値が異なるとこ
ろ、本実施形態のように、サイネージ端末毎にレーティング（数値やランク、リーチ数の
加重平均等）を付与しておき、マネジメントサーバ１０は、管轄する複数のサイネージ端
末において、高いレーティングが付与されているサイネージ端末に対し優先的に広告を配
信することにより広告効果の向上が期待できる。また、高いレーティングが付与されてい
るサイネージ端末に対し優先的に広告を配信することにより、広告主に対し効率的に広告
販売をすることができる。
【００７３】
　より具体的には、高いレーティング値が付与されているサイネージ端末に対し、広告配
信量を増加させたり、一方低いレーティング値が付与されているサイネージ端末に対し、
広告配信量を減少させたりすることができる。なおこの場合、広告配信量の増減により、
他のコンテンツ等（例えばニュース）の配信量が減増することになる。また、高いレーテ
ィング値が付与されているサイネージ端末に対し、広告販売価格を高くしたり、一方低い
レーティング値が付与されているサイネージ端末に対し、広告販売価格を低くしたりする
ことができる。
【００７４】
　（レーティング値の付与方法に関する補足）
　さて、上述の実施形態では、再生開始時のリーチ数と、再生開始から所定時間経過後（
例えば２０秒等）のリーチ数とを比較しその正（＋）の差分値（「再生開始時のリーチ数
」－「再生開始から所定時間経過後のリーチ数」）が大きい場合、そのサイネージ端末は
、視聴者の集客力が強く、広告媒体としての価値が高いとし、レーティング値を付与（決
定）した。つまり所定時間内のリーチ数の増分に着眼することにより、サイネージ端末の
レーティング値を決定したものである。しかしその一方、以下のようにリーチ数の減少分
に着眼することにより、サイネージ端末のレーティング値を付与することも可能である。
【００７５】
　上述と同様、あるサイネージ端末において広告の映像が再生され、マネジメントサーバ
１０は、サイネージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」に基づき、再生開始時点の携帯端
末数（リーチ数）と、再生開始から所定時間経過後時点の携帯端末数（リーチ数）とを取
得し、その差分値を算出する。そしてここでは上述の場合と異なりこの差分値は負の差分
値であったとする。ここで差分値は負の差分値ということは、再生開始時点の視聴者が所
定時間経過後時点で減少したことを意味するが、負の差分値分が小さいほど視聴者を足止
めできたものと考えられ、一方負の差分値分が大きいほど視聴者を足止めできなかったと
考えられる。従ってレーティングを付与する際には、この差分値が０に近いほど即ち負の
値として大きいほど（つまりマイナス幅が小さいほど）高いレーティング値を付与し、こ
の差分値が０に遠いほど即ち負の値として小さいほど（つまりマイナス幅が大きいほど）
低いレーティング値を付与すればよい。
【００７６】
　管理者は、そのサイネージ端末の地域性等を考慮しながら、所定時間内のリーチ数の増
分に重点を置くのか、それともリーチ数の減少分に重点を置くのかを決め、リーチ数の増
分又はリーチ数の減少分のいずれかの方法に基づき、サイネージ端末のレーティング値を
付与（決定）することができる。
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【００７７】
　［実施形態５］
　次に実施形態５について説明する。上述の実施形態２では、マネジメントサーバ１０は
、コンテンツ配信サーバ２０に対し、リーチ数の統計データに基づき、視聴者がそのサイ
ネージ端末周辺に多くいる時間帯（リーチ数が多い時間帯）には、多くの広告を集中して
配信するよう指示・制御を行うようにした。これによれば、リーチ数の統計データに基づ
き時間帯毎の広告配信量が制御されるため、サイネージ端末の設置場所の地理的特性を汲
んでの広告配信制御を行うことが可能である。しかしながら、統計データからはリーチ数
増減の予測が困難な場合がある。例えばあるとき偶然一時的にリーチ数が増加した場合や
、イベント等の開催によりある日のある時間にリーチ数が急増する場合である。
【００７８】
　そこで本実施形態５においては、制御部１０１は、視聴者がそのサイネージ端末周辺に
多くいる時間帯（リーチ数が多い時間帯）には、１広告あたりの配信量を減らして配信す
るよう指示・制御を行う。
【００７９】
　このようにすると、リーチ数が多い時間帯には、１広告あたりの配信量を抑えることに
より１回の配信あたりのリーチ数を平準化させることができる。つまり１広告あたりの視
聴者数（リーチ数）を全時間帯に渡って平準化（一定化）できる。これにより広告主に対
してはどの時間帯の広告でも一定のリーチ数が保証できるようになるため、より安定した
広告効果を期待できる。
【００８０】
　（情報処理）
　実施形態５について、実施形態２と同一の点については、説明を適宜省略し、異なる点
についてのみ詳細を説明する。
【００８１】
　図１２に示されたＳ１２０２において、実施形態５では、マネジメントサーバ１０は、
コンテンツ配信サーバ２０に対し、取得した情報に従ってサイネージ端末ＩＤ毎にそれぞ
れの時間帯毎の広告配信量の指示を行う。例えば、時間帯Ａ：６～１２時では、リーチ数
のランク付けは「Ｌ」であるため視聴者は少なく広告効果はそれ程望めないものとして規
定の広告配信量×２.０を指示する。時間帯Ｂ：１２～１８時では、リーチ数のランク付
けは「Ｍ」であるため視聴者は想定通り見込めるものとして、規定の広告配信量×１．０
（所定基準値）での広告配信を指示する。時間帯Ｃ：１８～２４時では、リーチ数のラン
ク付けは「Ｈ」であるため視聴者は想定以上見込めるものとして、規定の広告配信量×０
．８での広告配信を指示する。
【００８２】
　本例においては、サイネージ端末３０（ＩＤ＝00xx1）は「六本木」に設置されている
ことから、比較的日中に比べ夜間の時間帯のリーチ数が多いとする統計データが計測され
ている。そこでマネジメントサーバ１０は、統計データに基づくリーチ数のランク付けに
従って、「六本木」に設置されているサイネージ端末３０（ＩＤ＝00xx1）については、
夜間に規定の広告配信量×０．８での広告配信を行うようコンテンツ配信サーバ２０に対
し指示するため、全時間帯に渡ってリーチ数が平準化でき、安定した広告効果の向上が期
待できる。
【００８３】
　［実施形態６］
　次に実施形態６について説明する。上述の実施形態５では、マネジメントサーバ１０は
、コンテンツ配信サーバ２０に対し、あらかじめリーチ数の統計データに基づき、視聴者
数を平準化するようにした。これによれば、リーチ数の統計データに基づき時間帯毎の広
告配信量が制御されるため、サイネージ端末の設置場所の地理的特性を汲んでの広告配信
制御を行うことが可能である。しかしながら、統計データからはリーチ数増減の予測が困
難な場合がある。例えばあるとき偶然一時的にリーチ数が増加した場合や、イベント等の
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開催によりある日のある時間にリーチ数が急増する場合である。
【００８４】
　そこで本実施形態６においては、マネジメントサーバ１０は、リアルタイムにサイネー
ジ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」、即ちリーチ数を参照するようにし、突発的なリー
チ数増減を検知する。そしてあるとき一時的にリーチ数が増減した場合には、マネジメン
トサーバ１０は、コンテンツ配信サーバ２０に対し、広告配信量の制御を行うようにする
ものである。
【００８５】
　（情報処理）
　実施形態６について、実施形態３と同一の点については、説明を適宜省略し、異なる点
についてのみ詳細を説明する。
【００８６】
　図１３に示されたＳ１３０３において、マネジメントサーバ１０は、規定値以上（又は
下限規定値以下）の携帯端末数（リーチ数）が確認された場合、コンテンツ配信サーバ２
０に対し一時的な広告配信量の増減の指示を行う。例えば、時間帯Ｂ：１２～１８時では
、Ｍ相当の携帯端末数（リーチ数）＋αが規定値として予め規定されているものとする。
そしてその規定値を越えた携帯端末数（リーチ数）が確認された場合、マネジメントサー
バ１０は、一時的にそのサイネージ端末の視聴者が増加したものとして判断し、コンテン
ツ配信サーバ２０に対し一時的な広告配信量として、広告配信量×０．８で広告を配信す
るよう指示を行う。
【００８７】
　Ｓ１３０４：コンテンツ配信サーバ２０は、マネジメントサーバ１０からの指示に従っ
て、サイネージ端末３０への広告配信を一時的に減少させる。
【００８８】
　このように本実施形態においては、マネジメントサーバ１０は、リアルタイムにサイネ
ージ端末ＤＢ１０３ｂの「携帯端末数」、即ちリーチ数を参照するようにし、突発的なリ
ーチ数増減を検知する。そしてあるとき一時的にリーチ数が増減した場合には、１広告あ
たりの視聴者数（リーチ数）を全時間帯に渡って平準化すべくマネジメントサーバ１０は
、コンテンツ配信サーバ２０に対し、広告配信量の制御を行うので、統計データでは想定
が困難なケースにおいてもサイネージ端末３０は全時間帯に渡って安定的に一定数の視聴
者に対し広告を表示できるため広告効果の向上が期待できる。
【００８９】
　[総括]
　以上本実施形態に係るマネジメントサーバ１０は、サイネージ端末周辺エリア近傍に位
置する携帯端末数をもっておおよそのリーチ数（視聴者数）を見なすため、簡易な構成で
視聴者数をカウントすることが可能となる。デジタルサイネージ運営者及び広告主にとっ
てどの程度の視聴者がそのデジタルサイネージ端末を視聴しているのかは重要な関心事で
あるところ、サイネージ端末のある程度の視聴者を把握できれば、効果的な広告配信を行
うことができる。例えば、統計データの時間帯毎のデジタルサイネージ端末の視聴者数に
応じて、広告配信量を制御できる。またときに視聴者数に応じて、広告配信量を制御でき
る。またもしくは、デジタルサイネージ端末の視聴者数に応じてデジタルサイネージ端末
の広告媒体としての価値を評価（レーティング付与）し、価値に基づき、広告配信量や、
広告販売価格を制御できる。
【００９０】
　以上、上述の本実施形態によれば、より簡易な構成で視聴者数をカウントし、該視聴者
数のカウント方法を利用した広告配信システム等を提供することが可能となる。なお各実
施形態に基づき本発明の説明を行ってきたが、上記各実施形態にあげたその他の要素との
組み合わせなど、ここで示した要件に本発明が限定されるものではない。これらの点に関
しては、本発明の主旨をそこなわない範囲で変更することが可能であり、その応用形態に
応じて適切に定めることができる。また、本発明の構成要素、表現または構成要素の任意
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の組合せを、方法、装置、システム、コンピュータプログラム、記録媒体、などに適用し
たものも本発明の態様として有効である。
【符号の説明】
【００９１】
　１０　　　マネジメントサーバ
　１１　　　システムバス
　１２　　　ＣＰＵ
　１３　　　ＲＯＭ
　１４　　　ＲＡＭ
　１５　　　ＮＶＲＡＭ
　１６　　　Ｉ／Ｆ
　１７　　　Ｉ／Ｏ
　１８　　　ＨＤＤ
　１９　　　ＮＩＣ
　２０　　　コンテンツ配信サーバ
　３０　　　サイネージ端末
　４０　　　無線基地局
　５０　　　携帯端末
　１００　　デジタルサイネージシステム
　１０１　　制御部
　１０２　　ネットワークインターフェース部
　１０３　　記憶部
　１０３ａ　基地局ＤＢ
　１０３ｂ　サイネージ端末ＤＢ
　１０３ｃ　携帯端末管理ＤＢ
　１０３ｄ　統計データＤＢ
　１０３ｅ　レーティングＤＢ
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